
別表 評価の基準（標準例）【一般土木工事・若手技術者育成型】

施工計画

4 Ａ：適切

0 Ｂ：不適切

○「重点的に配慮すべき事項」に対する現場条件

現場条件１ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

現場条件２ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

0.7 Ａ：同種工事

0.35 Ｂ：類似工事

0 Ｃ：なし

0.7
Ａ：１級土木施工管理技士もしくは１級建設機械施工
技士取得後２０年以上

または技術士取得後３ヶ月以上

0.53
Ｂ：１級土木施工管理技士または１級建設機械施工技
士取得後１８年以上２０年未満

0.35
Ｃ：１級土木施工管理技士または１級建設機械施工技
士取得後１５年３ヶ月以上１８年未満

0 Ｄ：その他

0.7
Ａ：１級土木施工管理技士もしくは１級建設機械施工
技士取得後５年以上

または技術士取得後３ヶ月以上

0.53
Ｂ：１級土木施工管理技士または１級建設機械施工技
士取得後３年以上５年未満

0.35
Ｃ：１級土木施工管理技士または１級建設機械施工技
士取得後３ヶ月以上３年未満

0 Ｄ：その他

Ａ：あり

Ｂ：なし

Ａ：あり

Ｂ：なし

企業の施工能力 （注）

0.9 Ａ：同種工事

0.45 Ｂ：類似工事

0 Ｃ：なし

0.4 Ａ：８０点以上

0.3 Ｂ：７５点以上 ８０点未満

0.2 Ｃ：７０点以上 ７５点未満

0.1 Ｄ：６５点以上 ７０点未満

0 Ｅ：６５点未満、または工事成績評定なし

0.2 Ａ：知事表彰または部長表彰

0.1 Ｂ：機関長表彰優秀工事表彰

○ 資格の種類
（１）法による1級土木施工管理技士
（２）法による1級建設機械施工技士
（３）技術士法による技術士の下記①～⑤部門のいずれか

① 建設部門
② 農業部門（選択科目「農業土木」）
③ 森林部門（選択科目「森林土木」）
④ 水産部門（選択科目「水産土木」）
⑤ 総合技術監理部門（選択科目「建設部門」、「農業土

木」、
「森林土木」、「水産土木」のいずれか）

○ 上記（１）～（３）のいずれかの取得後の年数とする。

配置予定技術者
(若手技術者により申請しない場合）の
資格Ｂ
※公告する工事の工事種別により削除
する。

○ 公告日が、地すべり防止工事士資格取得日から有効期限日
の範囲にある配置予定技術者とする。（公告日と資格取得及び
有効期限日が同日である場合も含む。）
○ 公告日において、１級舗装施工管理技術者の資格を取得し
た配置予定技術者とする。
○ 当該申請における代表構成員の配置予定技術者の資格とす
る。（※公告する工事の発注形態が共同企業体の場合記載する
こと）

○公告日の属する年度の直前15ヶ年度に完成した長崎県内の公
共工事で、同種工事・類似工事に該当する施工実績。

現場指導員
（若手技術者により申請する場合）の
資格Ｂ
※公告する工事の工事種別により削除
する。

○ 公告日が、地すべり防止工事士資格取得日から有効期限日
の範囲にある配置予定技術者とする。（公告日と資格取得及び
有効期限日が同日である場合も含む。）
○ 公告日において、１級舗装施工管理技術者の資格を取得し
た配置予定技術者とする。
○ 当該申請における代表構成員の配置予定技術者の資格とす
る。（※公告する工事の発注形態が共同企業体の場合記載する
こと）

現場指導員
（若手技術者により申請する場合）の
資格Ａ

企業の施工実績
※評価内容の「同種工事・類似工事」
の条件を必ず設定すること。

工事成績の評定

○公告日の属する年度の直前10ヶ年度において、長崎県の優秀
工事表彰又は下請表彰を受けているものとする。

○下請表彰は、機関長表彰として評価する。

○公告日の属する年度の前年度の９月３０日から遡った２年間
の当該工事と同一工事種別の工事成績評定の平均点とする。

○対象工事は長崎県環境部自然環境（保護）課、水産部、農林
部、土木部、土地開発公社、住宅供給公社、道路公社により発
注されたものとする。

配点例

・ 若手技術者を配置予定技術者として申請する場合は、配置する現場指導員の評価点数とする。その際配置予定技術者の申請は
１名とする。
（※この場合落札者は、指導内容計画書及び指導内容報告書の提出が必要である。試行要領９（５）、（６））
・若手技術者を配置予定技術者として申請しない（現場指導員を配置しない）場合は、申請した配置予定技術者の評価点数とす
る。その際に配置予定技術者を２名申請した者の評価点数は、各評価項目の評価点数の総計が低い方の技術者の評価点数とする。

○設計図書を満足し、発注者が求めた「重点的に配慮すべき事
項」に対し、下記記載の現場条件を踏まえ、配慮すべき事項が
適切かどうかで評価する。

「重点的に配慮すべき事項」
①安全管理について
②施工方法について
③施工管理計画について
④交通管理について
⑤工程管理について
⑥その他（別途内容を記載）
（※上記６項目より１項目を選択す
る。）

○公告日の属する年度の直前１５ヶ年度に完成した公共工事
で、同種工事・類似工事に該当する施工実績。

○元請の主任（監理）技術者または現場代理人（１級または２
級施工管理技士等）として従事したものとする。

評 価 基 準

○ 資格の種類
（１）法による1級土木施工管理技士
（２）法による1級建設機械施工技士
（３）技術士法による技術士の下記①～⑤部門のいずれか

① 建設部門
② 農業部門（選択科目「農業土木」）
③ 森林部門（選択科目「森林土木」）
④ 水産部門（選択科目「水産土木」）
⑤ 総合技術監理部門（選択科目「建設部門」、「農業土

木」、
「森林土木」、「水産土木」のいずれか）

○ 上記（１）～（３）のいずれかの取得後の年数とする。

配置予定技術者
(若手技術者により申請しない場合）の
資格Ａ

評 価 内 容

配置予定技術者又は現場指導員の施工
実績

評 価 項 目

配置予定技術者又は現場指導員の能力
（注）



配点例 評 価 基 準評 価 内 容評 価 項 目

0 Ｃ：なし

0.5 Ａ：比率 ０．２５未満

0.42 Ｂ：比率 ０．２５以上０．５ 未満

0.33 Ｃ：比率 ０．５ 以上０．７５未満

0.25 Ｄ：比率 ０．７５以上１．０ 未満

0.17 Ｅ：比率 １．０以上１．２５ 未満

0.08 Ｆ：比率 １．２５ 以上１．５ 未満

0 Ｇ：比率 １．５ 以上

1.1

Ａ：
（単体の場合）
旧７９市町村内に所在する主たる営業所あり
（共同企業体の場合）
「代表構成員」及び「その他構成員」とも管内に主た
る営業所あり

0.55

Ｂ：
（単体の場合）
管内に所在する主たる営業所あり
（共同企業体の場合）
「代表構成員」又は「その他構成員」のどちらか管内
に主たる営業所あり

0 Ｃ：なし

0.5 Ａ：活動実績あり

0 Ｂ：活動実績なし

0.5 Ａ：誓約する

0 Ｂ：誓約しない

0.5 Ａ：誓約する

0 Ｂ：誓約しない

（注） 「配置予定技術者（現場指導員）の能力」・「企業の施工能力」の評価項目を追加及び削除した場合は、配点を修正すること。

なお、その際、合計は１０点とすること。

下請次数の制限
※公告する工事の工事内容により、該
当する作業員を選定すること。

※土木工事の場合
○ 当該工事の下請契約による請負次数を２次下請までと制限
することを誓約する者を評価する。

※建築工事の場合
○ 当該工事の下請契約による請負次数を３次下請までと制限
することを誓約する者を評価する。

○「１日当りの平均労務賃金」を「長崎県の設計労務単価以上
支払う」ことを誓約する者を評価する。

○元請及び下請全ての、以下に示す作業員等の「１日当りの平
均労務賃金」を対象とする。

・特殊作業員 ・普通作業員
・運転手（特殊）・運転手（一般）

労務賃金の支払い
※公告する工事の工事内容により、該
当する作業員を選定すること。

社会貢献活動の実績Ａ

※発注形態が単体の場合
○ 当該工事施工場所の旧市町村（平成１４年度時点の７９市
町村）内または、施工管内における主たる営業所の所在とす
る。
○ 入札参加資格者名簿の管内に掲載されている「主たる営業
所」の所在地が、他の旧市町村（平成１４年度時点の７９市町
村）へ変更となった場合、変更後の所在地が入札参加資格者名
簿に掲載された日から公告日が１年未満の期間は、変更前の旧
市町村に所在する受任営業所を「主たる営業所」とみなす。
※発注形態が共同企業体の場合
○ 施工管内における、代表構成員及びその他構成員の「主た
る営業所」の所在とする。
○ 「主たる営業所」の所在地が管内から管外へ変更となった
場合、入札参加資格者名簿の管外に掲載された日から公告日が
１年未満の期間は、管内に所在する受任営業所を「主たる営業
所」とみなす。（入札参加資格者名簿の管外に掲載された日及
び公告日含む。）
注）以下に示すものは「主たる営業所」に該当しない。

・「県内業者の営業所の取扱いについて」
（平成24年12月26日24監第259号、24建企第491号）に基づく

承認の通知を受けている営業所

○公告日の直前５ヶ年度において、管内における社会貢献活動
（災害支援協定に基づく活動を含む）とする。
○対象となる社会貢献活動
ア）公共施設の清掃・美化活動で、以下に該当するものとす
る。
・「長崎県アダプト事業」、「長崎県愛護団体登録制度」に基
づく活動。
・登録制度がある国、市、町に関する活動。
イ）災害支援に関する活動で、以下に該当するものとする。
・災害支援協定に基づく支援活動
・災害支援協定に基づく支援活動を想定した訓練
・災害支援協定に基づく支援活動に必要とする資材・機材等の
総点検
○活動回数
・対象期間内に１０回以上、かつ、いずれかの年度に４回以上
の活動実績があるものとする。
・回数は、ア）、イ）に該当するものの合計で、１日を１回と
してカウントする。

○ 年間受注高の状況は下記に示す比率で評価する。
・比率＝年間受注高÷年度平均完成工事高（小数第３位切り捨
て）

○年間受注高
・ 長崎県土木部、水産部、農林部発注工事で元請として施工
した土木一式工事、とび・土工・コンクリート工事及びしゅん
せつ工事を対象とする。（随意契約工事は除く。）
・ 落札決定日が、公告する工事の公告日の前日から１年間
遡った期間にある工事の落札決定額（当初請負契約額）の合計
額とする。

○ 年度平均完成工事高
・長崎県土木部、水産部、農林部発注工事で元請として施工し
た土木一式工事、とび・土工・コンクリート工事及びしゅんせ
つ工事を対象とする。
・工事完成日が公告日の属する年度の直前５ヵ年度の期間にあ
る工事の最終請負契約額の５ヶ年度平均完成工事高とする。
・２億円未満については、２億円として比率算出する。

工事の確実かつ円滑な
実施体制としての拠点

年間受注高の状況
（注：公告する工事の工事種別が土木
一式工事の場合のみ対象とする。）


